
北海道建設部土木工事共通仕様書 新旧対照表 
Ⅰ 土木工事共通仕様書（本文）  

旧（令和4年10月版） 新（令和5年10月版） 
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北海道建設部土木工事共通仕様書 新旧対照表 
Ⅱ 土木工事施工管理基準   

現行条文（令和4年10月版） 新条文（令和5年10月版） 

改定理由 
編 章 節 条 項 

項 

以 

下 

編章節条 

（項目見出し） 
現行条文 編 章 節 条 項 

項 

以 

下 

編章節条 

（項目見出し） 
新条文 

      共通 又は 

つとめ 

まき出し 

さけ 

うけ 

空げき 

練りまぜ 

示されていない 

よりがたい 

       または 

努め 

巻出し 

避け 

受け 

空隙 

練混ぜ 

より難い 

より難い 

語句の統一△ 

Ⅱ 1 6 1  1 １．工程管理 受注者は、工程管理を工事内容に応じた方式（ネットワーク

（PERT）又はバーチャート方式など）により作成した実施工程表

により行うものとする。ただし、応急工事等の当初計画が困難な

工事内容については、省略できるものとする。 

Ⅱ 1 6 1  1 １．工程管理 受注者は、工程管理を工事内容に応じた方式（ネットワーク

（PERT）又はバーチャート方式など）により作成した実施工程表

により行うものとする。ただし、応急工事又は維持工事等の当初

計画が困難な工事内容については、省略できるものとする。 

諸基準類との整合○ 

Ⅱ 1 9   1 履歴報告 履歴報告書 Ⅱ 1 9   1 履歴報告 履歴報告書 諸基準類との整合○ 

Ⅱ 1 11   1 ３次元データによる

出来形管理 

ＩＣＴ施工において、３次元データを用いた出来形管理を行う場

合は、「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）｣の規定に

よるものとする。 

Ⅱ 1 11   1 ３次元データによる

出来形管理 

ＩＣＴ施工において、３次元データを用いた出来形管理を行う場

合は、「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）｣の規定に

よるものとする。なお、ここでいう３次元データとは、工事目的

物あるいは現地地形の形状を３次元空間上に再現するために必要

なデータである。 

諸基準類との整合○ 

                 

 
 

Ⅱ 土木工事施工管理基準  

現行条文（令和4年10月版） 新条文（令和5年10月版） 

 

１－９ 履行報告 

 

 

 

 

１－９ 履行報告 

 

 

 

 

 

 
 

Ⅱ 土木工事施工管理基準   

現行条文（令和4年10月版） 新条文（令和5年10月版） 

改定理由 
編 章 節 条 項 

項 

以 

下 

編章節条 

（項目見出し） 
現行条文 編 章 節 条 項 

項 

以 

下 

編章節条 

（項目見出し） 
新条文 

Ⅱ 9 8 1  1 整理提出 １． 影箇所一覧表の「撮影頻度」に基づいて撮影した全ての写真原本

を電子媒体に格納し、工事監督員に提出するものとする。なお、

「提出頻度」記載事項は、デジタルカメラを使用した場合に該当

しないものとする。 

Ⅱ 9 8 1  1 整理提出 １． 撮影箇所一覧表の「撮影頻度」に基づいて撮影した全ての写真原

本を電子媒体に格納し、工事監督員に提出するものとする。 
諸基準類との整合○ 

Ⅱ 9 14 (3)  1 (3)小黒板情報の電子

的記入の取扱い 

工事写真の取扱いは、９．写真管理基準及び「デジタル写真管理

情報基準※ 平成28年3月 国土交通省」に準ずるが、(2)に示す小

黒板情報の電子的記入については、９．写真管理基準「９－５ 

写真の編集等」及びデジタル写真管理情報基準「６．写真編集

等」で規定されている写真編集には該当しない。 

Ⅱ 9 14 (3)  1 (3)小黒板情報の電子

的記入の取扱い 

工事写真の取扱いは、９．写真管理基準及び「デジタル写真管理

情報基準の一部改定について※ 令和3年3月 国土交通省」に準ず

るが、(2)に示す小黒板情報の電子的記入については、９．写真

管理基準「９－５ 写真の編集等」及びデジタル写真管理情報基

準「６．写真編集等」で規定されている写真編集には該当しな

い。 

諸基準類との整合○ 

                 

 
 
 
 



北海道建設部土木工事共通仕様書 新旧対照表 
Ⅱ 土木工事施工管理基準（共通・河川・海岸・砂防・道路）   

旧（令和4年10月版） 新（令和5年10月版） 改訂理由 

単位：ｍｍ 単位：ｍｍ 
 

編 章 節 条 枝番 工     種 測 定 項 目 規 格 値 測  定  基  準 測  定  箇  所 摘 要 編 章 節 条 枝番 工     種 測 定 項 目 規 格 値 測  定  基  準 測  定  箇  所 摘 要 

１

共

通

編 

３

一

般

施

工 

３

共

通

的

工

種 

 

 

 

 

 

 

９  小型標識工 

設 置 高 さ Ｈ 設計値以上 

１ヶ所／１基 

Ｈ

ｗ(Ｄ)

ｈ

 

 １

共

通

編 

３

一

般

施

工 

３

共

通

的

工

種 

 

 

 

 

 

 

９  小型標識工 

設 置 高 さ Ｈ 設計値以上 

１ヶ所／１基 

Ｈ

ｗ(Ｄ)

ｈ

 

 諸基準類との統一△ 

      

基 

礎 

幅 ｗ （Ｄ） －30 基礎１基毎 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

基

礎 

幅 ｗ （Ｄ） －30 基礎１基毎 

 

 

 

 

 

 

  

 諸基準類との統一△ 

      高   さ ｈ －30 高   さ ｈ －30  

      根 入 れ 長 設計値以上 根 入 長 設計値以上  

      

 

  

   

 

１

共

通

編 

３

一

般

施

工 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10

仮

設

工 

９  地中連続壁工（柱列式） 基 準 高 ▽ ±50 基準高は施工延長 40ｍ（測点間隔 25ｍ

の場合は 50ｍ）につき１ヶ所。延長 40

ｍ（又は 50ｍ）以下のものについては

１施工箇所につき２ヶ所。 

変位は施工延長 20ｍ（測点間隔 25ｍの

場合は 25ｍ）につき１ヶ所。延長 20ｍ

（又は 25ｍ）以下のものは１施工箇所

につき２ヶ所。 

 
 

Ｄ：杭径 １

共

通

編 

３

一

般

施

工 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10
仮

設
工 

９  地中連続壁工（柱列式） 基 準 高 ▽ ±50 基準高は施工延長 40ｍ（測点間隔 25ｍ

の場合は 50ｍ）につき１ヶ所。延長 40

ｍ（又は 50ｍ）以下のものについては

１施工箇所につき２ヶ所。 

変位は施工延長 20ｍ（測点間隔 25ｍの

場合は 25ｍ）につき１ヶ所。延長 20ｍ

（又は 25ｍ）以下のものは１施工箇所

につき２ヶ所。 

 
 

 諸基準類との統一△ 

連壁の長さ ç －50 連壁の長さ ç －50  

変   位 ｄ D/4 以内 変   位 ｄ D/4 以内  

壁 体 長 Ｌ －200 壁 体 長 Ｌ －200  

  

  

 

１

共

通

編 

４

土

工 

３

河

川

土

工 

・ 

海

岸

土

工 

・ 

砂

防

土

工 

２ ２ 掘削工（切土工） 

（面管理の場合） 

  
平均値 

個々の

計測値 

１．３次元データによる出来形管理に

おいて「３次元計測技術を用いた出来

形管理要領（案）」に基づき出来形管理

を面管理で実施する場合、その他本基

準に規定する計測精度・計測密度を満

たす計測方法により出来形管理を実施

する場合に適用する。 

 

２．個々の計測値の規格値には計測精

度として±50mm が含まれている。 

 

３．計測は平場面と法面（小段を含む）

の全面とし、全ての点で設計面との標

高較差または水平較差を算出する。計

測密度は１点／㎡（平面投影面積当た

り）以上とする。 

 

４．法肩、法尻から水平方向に±5cm 以

内に存在する計測点は、標高較差の評

価から除く。同様に、標高方向に±5cm

以内にある計測点は水平較差の評価か

ら除く。 

 

５．評価する範囲は、連続する一つの

面とすることを基本とする。規格値が

変わる場合は、評価区間を分割する

か、あるいは規格値の条件の最も厳し

い値を採用する。 

 

 １

共

通

編 

４

土

工 

３

河

川

土

工 

・ 

海

岸

土

工 

・ 

砂

防

土

工 

２ ２ 掘削工（切土工） 

（面管理の場合） 
  平均値 

個々の

計測値 

１．３次元データによる出来形管理に

おいて「３次元計測技術を用いた出来

形管理要領（案）」に基づき出来形管理

を面管理で実施する場合、その他本基

準に規定する計測精度・計測密度を満

たす計測方法により出来形管理を実施

する場合に適用する。 

 

２．個々の計測値の規格値には計測精

度として±50mm が含まれている。 

 

３．計測は平場面と法面（小段を含む）

の全面とし、全ての点で設計面との標

高較差または水平較差を算出する。計

測密度は１点／㎡（平面投影面積当た

り）以上とする。 

 

４．法肩、法尻から水平方向に±5cm 以

内に存在する計測点は、標高較差の評

価から除く。同様に、標高方向に±5cm

以内にある計測点は水平較差の評価か

ら除く。 

 

５．評価する範囲は、連続する一つの面

とすることを基本とする。規格値が変

わる場合は、評価区間を分割するか、あ

るいは規格値の条件の最も厳しい値を

採用する。 

 

1-4-3-2 諸基準類との統一△ 

平場 標高較差 ±50 ±150 平場 標高較差 ±50 ±150 
 

法面 

(小段 

含む) 

水平または

標高較差 
±70 ±160 

法面 

(小段 

含む) 

水平または

標高較差 
±70 ±160 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ℓ

Ｄ

Ｌ

d

D：杭径 

ℓ

Ｄ

Ｌ

d



北海道建設部土木工事共通仕様書 新旧対照表 
Ⅱ 土木工事施工管理基準（共通・河川・海岸・砂防・道路）   

旧（令和4年10月版） 新（令和5年10月版） 改訂理由 

単位：ｍｍ 単位：ｍｍ 
 

編 章 節 条 枝番 工     種 測 定 項 目 規 格 値 測  定  基  準 測  定  箇  所 摘 要 編 章 節 条 枝番 工     種 測 定 項 目 規 格 値 測  定  基  準 測  定  箇  所 摘 要 

１

共

通

編 

５

無

筋

鉄

筋

コ

ン

ク

リ

ｌ

ト 

 

 

 

 

 

 

５

鉄

筋 

３

鉄

筋

の

組

立 

 鉄筋の組立 
平均間隔ｄ 設計値±φ 

1

n
Dd  

Ｄ：ｎ本間の長さ 

ｎ：10 本程度とする 

φ：鉄筋径 
 

工事の規模に応じて、１リフト、１ロ

ット当たりに対して各面で１箇所以

上測定する。最小かぶりは、コンクリ

ート標準示方書（設計編：標準 7編 2

章 2.1）参照。ただし、道路橋示方書

の適用を受ける橋については、道路

橋示方書（Ⅲコンクリート橋・コンク

リート部材編 5.2）による。 

 
注１）重要構造物かつ主鉄筋について適用

する。 

注２）橋梁コンクリート床版桁（ＰＣ橋含

む）の鉄筋については、５－４－６－２ 床

版工を適用する。 

注３）新設のコンクリート構造物（橋梁上・

下部工および重要構造物である内空断面

積 25 ㎡以上のボックスカルバート（工場

製作のプレキャスト製品は全ての工種に

おいて対象外））の鉄筋の配筋状況及びか

ぶりについては、「非破壊試験によるコン

クリート構造物中の配筋状態及びかぶり

測定要領」も併せて適用する。 

ｔ

Ｄ

 
 

 １

共

通

編 

５

無

筋

鉄

筋

コ

ン

ク

リ

ｌ

ト 

 

 

 

 

 

 

５

鉄

筋 

３

鉄

筋

の

組

立 

 鉄筋の組立 
平均間隔ｄ 設計値±φ 

1

n
Dd  

Ｄ：ｎ本間の長さ 

ｎ：10 本程度とする 

φ：鉄筋径 
 

工事の規模に応じて、１リフト、１ロ

ット当たりに対して各面で１箇所以

上測定する。最小かぶりは、コンクリ

ート標準示方書（設計編：標準 7編 2

章 2.1）参照。ただし、道路橋示方書

の適用を受ける橋については、道路

橋示方書（Ⅲコンクリート橋・コンク

リート部材編 5.2）による。 

 
注１）重要構造物かつ主鉄筋について適用

する。 

注２）橋梁コンクリート床版桁（ＰＣ橋含

む）の鉄筋については、５－４－６－２ 床

版工を適用する。 

注３）新設のコンクリート構造物（橋梁上・

下部工および重要構造物である内空断面

積 25 ㎡以上のボックスカルバート（工場

製作のプレキャスト製品は全ての工種に

おいて対象外））の鉄筋の配筋状況及びか

ぶりについては、「非破壊試験によるコン

クリート構造物中の配筋状態及びかぶり

測定要領」も併せて適用する。 

ｔ

Ｄ

 
 
 

 

 諸基準類との統一◎ 

かぶり  ｔ 

設計値±φ 

かつ 

最小かぶり 

以上 

 

かぶり  ｔ 

設計値かぶり

±φ 

かつ 

最小かぶり 

以上 

  

      

４

砂

防

編 

１

砂

防

堰

堤 

５

鋼

製

堰

堤

工 

 

４ １ 鋼製堰堤本体工 

（不透過型） 
水 

通 

し 

部 

堤   高 ▽ ±50 図面の表示箇所で測定する。 

ダブルウォール構造の場合は、堤高、

幅、袖高は＋の規格値は適用しない。 

Ｈ2

ｗ Δ

Ｈ1

ｗ3

ｗ1

 

 ４

砂

防

編 

１

砂

防

堰

堤 

５

鋼

製

堰

堤

工 

 

 

 

 

 

 

 

４ １ 鋼製堰堤本体工 

（不透過型） 
水 

通 

し 

部 

堤   高 ▽ ±50 図面の表示箇所で測定する。 

ダブルウォール構造の場合は、堤高、

幅、袖高は＋の規格値は適用しない。 
 

 

Ｈ2

ｗ Δ

Ｈ1

ｗ3

ｗ1

 

 諸基準類との統一△ 

長 さ ç1，ç2 ±100 長 さ ç1，ç2 ±100 

幅  ｗ1，ｗ3 ±50 幅  ｗ1，ｗ3 ±50 

下流側倒れ △ ±0.02Ｈ1 下流側倒れ △ ±0.02Ｈ1 

袖 

 

部 

袖   高 ▽ ±50 
袖 

 

部 

袖   高 ▽ ±50 

幅    ｗ2 ±50 幅    ｗ2 ±50 

下流側倒れ △ ±0.02Ｈ2 下流側倒れ △ ±0.02Ｈ2 

    
  

  

 

 

 

 

  

設計かぶり 

＋φ 

－φ 

最小かぶり 

コンリート表面 

※かぶりとは、鉄筋の最外縁からコ

ンクリート表面までの距離をいう 

ç1 
ç2 

W
2
 



北海道建設部土木工事共通仕様書 新旧対照表 
Ⅱ 土木工事施工管理基準（共通・河川・海岸・砂防・道路）   

旧（令和4年10月版） 新（令和5年10月版） 改訂理由 

単位：ｍｍ 単位：ｍｍ 
 

編 章 節 条 枝番 工     種 測 定 項 目 規 格 値 測  定  基  準 測  定  箇  所 摘 要 編 章 節 条 枝番 工     種 測 定 項 目 規 格 値 測  定  基  準 測  定  箇  所 摘 要 

５

道

路

編 

 

３

橋

梁

下

部 

４

橋

台

工 

1

0 

 躯体工 
基 準 高 ▽ ±20 

橋軸方向の断面寸法は中央及び両端

部、その他は寸法表示箇所。 

箱抜き形状の詳細については、「道路

橋支承便覧」による。 

なお、従来管理のほかに「３次元計測

技術を用いた出来形管理要領（案）」

で規定する出来形計測性能を有する

機器を用いることができる。（アンカ

ーボルト孔の鉛直度を除く） 

ただし、「３次元計測技術を用 いた出

来形管理要領（案）」に基づき出来形

管理を実施する場合は、同要領に規定

する計測精度・計測密度を満たす計測

方法により出来形管理を実施するこ

とができる 

支間長

橋脚中心間距離　

 
 

  ５

道

路

編 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３

橋

梁

下

部 

４

橋

台

工 

1

0 

 躯体工 
基 準 高 ▽ ±20 

橋軸方向の断面寸法は中央及び両端

部、その他は寸法表示箇所。 

箱抜き形状の詳細については、「道路

橋支承便覧」による。 

なお、従来管理のほかに「３次元計測

技術を用いた出来形管理要領（案）」

で規定する出来形計測性能を有する

機器を用いることができる。（アンカ

ーボルト孔の鉛直度を除く） 

ただし、「３次元計測技術を用 いた

出来形管理要領（案）」に基づき出来

形管理を実施する場合は、同要領に

規定する計測精度・計測密度を満た

す計測方法により出来形管理を実施

することができる 

支間長

橋脚中心間距離　

 
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

図の解像度を改善△ 

厚   さ ｔ －20 
  

厚   さ ｔ －20 

天 端 幅 ｗ1 

（橋軸方向） 
－10 

  天 端 幅 ｗ1 

（橋軸方向） 
－10 

天 端 幅 ｗ2 

（橋軸方向） 
－10 

  天 端 幅 ｗ2 

（橋軸方向） 
－10 

敷   幅 ｗ3 

（橋軸方向） 
－50 

  敷   幅 ｗ3 

（橋軸方向） 
－50 

高   さ ｈ1 －50 
  

高   さ ｈ1 －50 

胸壁の高さ ｈ2 －30 
  

胸壁の高さ ｈ2 －30 

天 端 長 ç1 －50   天 端 長 ç1 －50 

敷   長 ç2 －50   敷   長 ç2 －50 

胸壁間距離 ç ±30 
  

胸壁間距離 ç ±30 

支 間 長 及 び 

中心線の変位 
±50 

  支 間 長 及 び 

中心線の変位 
±50 

支
承
部
ア
ン
カ
ー
ボ
ル
ト
の
箱
抜
き
規
格
値 

計 画 高 ＋10～－20 
支承部アンカーボルトの箱抜き規格値

の平面位置は沓座の中心ではなく、ア

ンカーボルトの箱抜きの中心で測定。 

 

アンカーボルト孔の鉛直度は箱抜きを

橋軸方向、橋軸直角方向で十字に切っ

た２隅で計測。 

 

 

  支
承
部
ア
ン
カ
ー
ボ
ル
ト
の
箱
抜
き
規
格
値 

計 画 高 ＋10～－20 
支承部アンカーボルトの箱抜き規格値

の平面位置は沓座の中心ではなく、ア

ンカーボルトの箱抜きの中心で測定。 

 

アンカーボルト孔の鉛直度は箱抜きを

橋軸方向、橋軸直角方向で十字に切っ

た２隅で計測。 

 
 

 

平面位置 ±20   平面位置 ±20  

アンカーボルト孔 

の鉛直度 

1/50 以下  

 

 

 

 

 

 

 アンカーボルト孔 

の鉛直度 

1/50 以下 
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中心線の変位 
（ａ１：橋軸直角方向） 
（ａ２：橋軸方向） 
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中心線の変位 
（ａ１：橋軸直角方向） 
（ａ２：橋軸方向） 



北海道建設部土木工事共通仕様書 新旧対照表 
Ⅱ 土木工事施工管理基準（共通・河川・海岸・砂防・道路）   

旧（令和4年10月版） 新（令和5年10月版） 改訂理由 

単位：ｍｍ 単位：ｍｍ 
 

編 章 節 条 枝番 工     種 測 定 項 目 規 格 値 測  定  基  準 測  定  箇  所 摘 要 編 章 節 条 枝番 工     種 測 定 項 目 規 格 値 測  定  基  準 測  定  箇  所 摘 要 

５

道

路

編 

３

橋

梁

下

部 

５ 

Ｒ

Ｃ

橋

脚

工 

1

1 

１ ＲＣ躯体工 

（張出式） 

（重力式） 

（半重力式） 

基 準 高 ▽ ±20 橋軸方向の断面寸法は中央及び両端

部、その他は寸法表示箇所。 

箱抜き形状の詳細については、「道路

橋支承便覧」による。 

なお、従来管理のほかに「３次元計測

技術を用いた出来形管理要領（案）」

で規定する出来形計測性能を有する

機器を用いることができる。（アンカ

ーボルト孔の鉛直度を除く） 

ただし、「３次元計測技術を用 いた出

来形管理要領（案）」に基づき出来形

管理を実施する場合は、同要領に規定

する計測精度・計測密度を満たす計測

方法により出来形管理を実施するこ

とができる。 

支間長

橋脚中心間距離　

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ５

道

路

編 

３

橋

梁

下

部 

５ 

Ｒ

Ｃ

橋

脚

工 

1

1 

１ ＲＣ躯体工 

（張出式） 

（重力式） 

（半重力式） 

基 準 高 ▽ ±20 橋軸方向の断面寸法は中央及び両端

部、その他は寸法表示箇所。 

箱抜き形状の詳細については、「道路

橋支承便覧」による。 

なお、従来管理のほかに「３次元計

測技術を用いた出来形管理要領

（案）」で規定する出来形計測性能

を有する機器を用いることができ

る。（アンカーボルト孔の鉛直度を

除く） 

ただし、「３次元計測技術を用 いた

出来形管理要領（案）」に基づき出

来形管理を実施する場合は、同要領

に規定する計測精度・計測密度を満

たす計測方法により出来形管理を実

施することができる。 

支間長

橋脚中心間距離　

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図の解像度を改善△ 

厚   さ ｔ －20 厚   さ ｔ －20 

天 端 幅 ｗ1 

（橋軸方向） 
－20 

天 端 幅 ｗ1 

（橋軸方向） 
－20 

敷   幅 ｗ2 

（橋軸方向） 
－50 

敷   幅 ｗ2 

（橋軸方向） 
－50 

高   さ ｈ －50 高   さ ｈ －50 

天 端 長 ç1 －50 天 端 長 ç1 －50 

敷   長 ç2 －50 敷   長 ç2 －50 

橋脚中心間距離 ç ±30 橋脚中心間距離 ç ±30 

支 間 長 及 び 

中心線の変位 
±50 

支 間 長 及 び 

中心線の変位 
±50 

支
承
部
ア
ン
カ
ー
ボ
ル
ト
の
箱
抜
き
規
格
値 

計 画 高 ＋10～－20 
支
承
部
ア
ン
カ
ー
ボ
ル
ト
の
箱
抜
き
規
格
値 

計 画 高 ＋10～－20 

平面位置 ±20 平面位置 ±20 

支承部アンカーボルトの箱抜き規格値

の平面位置は沓座の中心ではなく、ア

ンカーボルトの箱抜きの中心で測定。 

 

アンカーボルト孔の鉛直度は箱抜きを

橋軸方向、橋軸直角方向で十字に切っ

た２隅で計測。 

 

 

支承部アンカーボルトの箱抜き規格

値の平面位置は沓座の中心ではな

く、アンカーボルトの箱抜きの中心

で測定。 

 

アンカーボルト孔の鉛直度は箱抜き

を橋軸方向、橋軸直角方向で十字に切

った２隅で計測。 

 

 
 

 

アンカーボルト

孔の鉛直度 

1/50 以下 アンカーボルト

孔の鉛直度 

1/50 以下 
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（ａ１：橋軸直角方向） 
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北海道建設部土木工事共通仕様書 新旧対照表 
Ⅱ 土木工事施工管理基準（共通・河川・海岸・砂防・道路）   

旧（令和4年10月版） 新（令和5年10月版） 改訂理由 

単位：ｍｍ 単位：ｍｍ 
 

編 章 節 条 枝番 工     種 測 定 項 目 規 格 値 測  定  基  準 測  定  箇  所 摘 要 編 章 節 条 枝番 工     種 測 定 項 目 規 格 値 測  定  基  準 測  定  箇  所 摘 要 

５

道

路

編 

３

橋

梁

下

部 

５ 

Ｒ

Ｃ

橋

脚

工 

1

1 

２ ＲＣ躯体工 

（ラーメン式） 
基 準 高 ▽ ±20 橋軸方向の断面寸法は中央及び両端

部、その他は寸法表示箇所。 

箱抜き形状の詳細については「道路

橋支承便覧」による。 

なお、従来管理のほかに「３次元計測

技術を用いた出来形管理要領（案）」で

規定する出来形計測性能を有する機

器を用いることができる。（アンカー

ボルト孔の鉛直度を除く） 

ただし、「３次元計測技術を用いた出

来形管理要領（案）」に基づき出来形管

理を実施する場合は、同要領に規定す

る計測精度・計測密度を満たす計測方

法により出来形管理を実施すること

ができる。 

支間長

橋脚中心間距離　

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ５

道

路

編 

３

橋

梁

下

部 

５ 

Ｒ

Ｃ

橋

脚

工 

1

1 

２ ＲＣ躯体工 

（ラーメン式） 
基 準 高 ▽ ±20 橋軸方向の断面寸法は中央及び両端

部、その他は寸法表示箇所。 

箱抜き形状の詳細については「道路

橋支承便覧」による。 

なお、従来管理のほかに「３次元計測

技術を用いた出来形管理要領（案）」

で規定する出来形計測性能を有する

機器を用いることができる。（アンカ

ーボルト孔の鉛直度を除く） 

ただし、「３次元計測技術を用 いた

出来形管理要領（案）」に基づき出来

形管理を実施する場合は、同要領に

規定する計測精度・計測密度を満た

す計測方法により出来形管理を実施

することができる。 

支間長

橋脚中心間距離　

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図の解像度を改善△ 

厚   さ ｔ －20 厚   さ ｔ －20 

天 端 幅 ｗ1 －20 天 端 幅 ｗ1 －20 

敷   幅 ｗ2 －20 敷   幅 ｗ2 －20 

高   さ ｈ －50 高   さ ｈ －50 

長   さ ç －20 長   さ ç －20 

橋脚中心間距離 ç ±30 橋脚中心間距離 ç ±30 

支 間 長 及 び 

中心線の変位 
±50 

支 間 長 及 び 

中心線の変位 
±50 

支
承
部
ア
ン
カ
ー
ボ
ル
ト
の
箱
抜
き
規
格
値 

計 画 高 ＋10～－20 支
承
部
ア
ン
カ
ー
ボ
ル
ト
の
箱
抜
き
規
格
値 

計 画 高 ＋10～－20 

平面位置 ±20 平面位置 ±20 

アンカーボルト孔 

の鉛直度 

1/50 以下 アンカーボルト孔 

の鉛直度 

1/50 以下 

支承部アンカーボルトの箱抜き規格

値の平面位置は沓座の中心ではなく、

アンカーボルトの箱抜きの中心で測

定。 

 

アンカーボルト孔の鉛直度は箱抜き

を橋軸方向、橋軸直角方向で十字に切

った２隅で計測 

 

 
 

支承部アンカーボルトの箱抜き規格

値の平面位置は沓座の中心ではな

く、アンカーボルトの箱抜きの中心

で測定。 

 

アンカーボルト孔の鉛直度は箱抜き

を橋軸方向、橋軸直角方向で十字に

切った２隅で計測 
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５  鋼製伸縮継手製作工 

部 

 

材 

部材長ｗ（ｍ） ０～＋30 

製品全数を測定。 
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 鋼製伸縮継手製作工 

部 

 

材 

部材長ｗ（ｍ） ０～＋30 

製品全数を測定。 
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 諸基準類との統一△ 

仮

組

立

時 

組合せる伸縮装置

との高さの差 

δ1（mm） 

±４ 

両端部及び中央部付近を測定。 

2

δ1

（実測値）δ

 

仮

組

立

時 

組合せる伸縮装置

との高さの差 

δ1（mm） 

設計値 

±４ 

両端部及び中央部付近を測定。 

2

δ1

（実測値）δ

 

フィンガーの食い

違い 

δ2（mm） 

±２ 

フィンガーの食い

違い 

δ2（mm） 

±２ 

  

  

５

道

路

編 

６
ト
ン
ネ

ル
（

Ｎ

Ａ
Ｔ
Ｍ

） 

４

支

保

工 

 

 

３  吹付工 吹 付 け 厚 さ 設計吹付け厚
以上。ただし、
良好な岩盤で
施工端部、突出
部等の特殊な
箇所は設計吹
付け厚の１／
３以上を確保
するものとす
る。 

施工延長 40ｍ毎に図に示す。 

(1)～(7)及び断面変化点の検測孔を測

定。 

注）良好な岩盤とは、道路トンネル技術

基準（構造編）にいう地盤等級Ａまたは

Ｂに該当する地盤とする。 
吹付コンクリート

インバート

覆工コンクリート(1)
(2) (3)

Ｓ.Ｌ.

(5)(4)

(6) (7)

ＣＬ

 

 ５

道

路

編 

６
ト
ン
ネ

ル
（

Ｎ

Ａ
Ｔ
Ｍ

） 

４

支

保

工 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３  吹付工 吹 付 け 厚 さ 設計吹付け厚以
上。ただし、良
好な岩盤で施工
端部、突出部等
の特殊な箇所は
設計吹付け厚
の１／３以上
を確保するも
のとする。 

施工延長 40ｍ毎に図に示す。 

(1)～(7)及び断面変化点の検測孔を測

定。 

注）良好な岩盤とは、「道路トンネル技

術基準（構造編）・同解説」にいう地盤

等級ＡまたはＢに該当する地盤とす

る。 
吹付コンクリート

インバート

覆工コンクリート(1)
(2) (3)

Ｓ.Ｌ.

(5)(4)

(6) (7)

ＣＬ

 

 諸基準類との統一△ 

 

ç 

中心線の変位 
（ａ１：橋軸直角方向） 
（ａ２：橋軸方向） 

ℓ 

中心線の変位 
（ａ１：橋軸直角方向） 
（ａ２：橋軸方向） 

ℓ 

ç 



北海道建設部土木工事共通仕様書　新旧対照表

Ⅱ　土木工事施工管理基準 ３　品質管理基準 (共通・河川・海岸・砂防・道路) 

旧（令和4年10月版） 新（令和5年10月版）

工　種 種　別
試験

区分
試験項目 試験方法 規格値 試験時期・頻度 摘　要

試験成績

表による

確認

工　種 種　別
試験

区分
試験項目 試験方法 規格値 試験時期・頻度 摘　要

試験成績

表による

確認

改定理由

1　ｾﾒﾝﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ

(転圧ｺﾝｸﾘｰﾄ・ｺ

ﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ・覆工

ｺﾝｸﾘｰﾄ・吹付け

ｺﾝｸﾘｰﾄを除く）

材料 必須

※

（いずれか

１方法）

アルカリ総量 「コンクリートの耐

久性向上」

3.0kg/m3以下 工事開始前、各配合毎。

○

1　ｾﾒﾝﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ

(転圧ｺﾝｸﾘｰﾄ・ｺ

ﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ・覆工

ｺﾝｸﾘｰﾄ・吹付け

ｺﾝｸﾘｰﾄを除く）

材料 必須

※

（いずれか

１方法）

アルカリ総量 「コンクリートの耐

久性向上」仕様書

3.0kg/m3以下 工事開始前、各配合毎。

○

諸基準類との統一△

1　ｾﾒﾝﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ

(転圧ｺﾝｸﾘｰﾄ・ｺ

ﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ・覆工

ｺﾝｸﾘｰﾄ・吹付け

ｺﾝｸﾘｰﾄを除く）

材料 その他 骨材のふるい分

け試験

JIS A 1102

JIS A 5005

JIS A 5011-1～4

JIS A 5021

設計図書による。 工事開始前、工事中１回/月以

上及び産地が変わった場合。

○

1　ｾﾒﾝﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ

(転圧ｺﾝｸﾘｰﾄ・ｺ

ﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ・覆工

ｺﾝｸﾘｰﾄ・吹付け

ｺﾝｸﾘｰﾄを除く）

材料 その他 骨材のふるい分

け試験

JIS A 1102

JIS A 5005

JIS A 5011-1～5

JIS A 5021

設計図書による。 工事開始前、工事中１回/月以

上及び産地が変わった場合。

○

諸基準類との統一○

1　ｾﾒﾝﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ

(転圧ｺﾝｸﾘｰﾄ・ｺ

ﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ・覆工

ｺﾝｸﾘｰﾄ・吹付け

ｺﾝｸﾘｰﾄを除く）

材料 （ＪＩＳ

マーク表示

されたレ

ディーミク

ストコンク

リートを使

用する場合

は除く）

骨材の密度及び

吸水率試験

JIS A 1109

JIS A 1110

JIS A 5005

JIS A 5011-1～4

JIS A 5021

絶乾密度：2.5g/cm3以上

細骨材の吸水率：3.5％以下

粗骨材の吸水率：3.0％以下

（砕砂・砕石、高炉スラグ骨

材、フェロニッケルスラグ細骨

材、銅スラグ細骨材の規格値に

ついては摘要を参照）

工事開始前、工事中１回/月以

上及び産地が変わった場合。

JIS A 5005（コンクリート用砕

石及び砕砂）

JIS A 5011-1（コンクリート用

スラグ骨材－第１部：高炉スラ

グ骨材）

JIS A 5011-2（コンクリート用

スラグ骨材－第２部：フェロ

ニッケルスラグ骨材）

JIS A 5011-3（コンクリート用

スラグ骨材－第３部：銅スラグ

骨材）

JIS A 5011-4（コンクリート用

スラグ骨材－第４部：電気炉酸

化スラグ骨材）

JIS A 5021（コンクリート用再

生骨材H）

○

1　ｾﾒﾝﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ

(転圧ｺﾝｸﾘｰﾄ・ｺ

ﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ・覆工

ｺﾝｸﾘｰﾄ・吹付け

ｺﾝｸﾘｰﾄを除く）

材料 （ＪＩＳ

マーク表示

されたレ

ディーミク

ストコンク

リートを使

用する場合

は除く）

骨材の密度及び

吸水率試験

JIS A 1109

JIS A 1110

JIS A 5005

JIS A 5011-1～5

JIS A 5021

絶乾密度：2.5g/cm3以上

細骨材の吸水率：3.5％以下

粗骨材の吸水率：3.0％以下

（砕砂・砕石、高炉スラグ骨

材、フェロニッケルスラグ細骨

材、銅スラグ細骨材の規格値に

ついては摘要を参照）

工事開始前、工事中１回/月以

上及び産地が変わった場合。

JIS A 5005（コンクリート用砕

石及び砕砂）

JIS A 5011-1（コンクリート用

スラグ骨材－第１部：高炉スラ

グ骨材）

JIS A 5011-2（コンクリート用

スラグ骨材－第２部：フェロ

ニッケルスラグ骨材）

JIS A 5011-3（コンクリート用

スラグ骨材－第３部：銅スラグ

骨材）

JIS A 5011-4（コンクリート用

スラグ骨材－第４部：電気炉酸

化スラグ骨材）

JIS A 5011-5（コンクリート用

スラグ骨材－第５部：石炭ガス

化スラグ骨材）

JIS A 5021（コンクリート用再

生骨材H）

○

諸基準類との統一○

1　ｾﾒﾝﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ

(転圧ｺﾝｸﾘｰﾄ・ｺ

ﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ・覆工

ｺﾝｸﾘｰﾄ・吹付け

ｺﾝｸﾘｰﾄを除く）

材料 （ＪＩＳ

マーク表示

されたレ

ディーミク

ストコンク

リートを使

用する場合

は除く）

 ポルトランドセ

メントの化学分

析

JIS R 5202 JIS R 5210（ポルトランドセメ

ント）

JIS R 5211（高炉セメント）

JIS R 5212（シリカセメント）

JIS R 5213（フライアッシュセ

メント）

JIS R 5214（エコセメント）

工事開始前、工事中1回/月以上

○

1　ｾﾒﾝﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ

(転圧ｺﾝｸﾘｰﾄ・ｺ

ﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ・覆工

ｺﾝｸﾘｰﾄ・吹付け

ｺﾝｸﾘｰﾄを除く）

材料 （ＪＩＳ

マーク表示

されたレ

ディーミク

ストコンク

リートを使

用する場合

は除く）

セメントの化学

分析

JIS R 5202 JIS R 5210（ポルトランドセメ

ント）

JIS R 5211（高炉セメント）

JIS R 5212（シリカセメント）

JIS R 5213（フライアッシュセ

メント）

JIS R 5214（エコセメント）

工事開始前、工事中1回/月以上

○

諸基準類との統一○

1　ｾﾒﾝﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ

(転圧ｺﾝｸﾘｰﾄ・ｺ

ﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ・覆工

ｺﾝｸﾘｰﾄ・吹付け

ｺﾝｸﾘｰﾄを除く）

材料 （ＪＩＳ

マーク表示

されたレ

ディーミク

ストコンク

リートを使

用する場合

は除く）

セメントの水和

熱測定

JIS R 5203 JIS R 5210（ポルトランドセメ

ント）

JIS R 5211（高炉セメント）

JIS R 5213（フライアッシュセ

メント）

工事開始前、工事中1回／月以

上

○

諸基準類の改訂に伴う追

加○

1　ｾﾒﾝﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ

(転圧ｺﾝｸﾘｰﾄ・ｺ

ﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ・覆工

ｺﾝｸﾘｰﾄ・吹付け

ｺﾝｸﾘｰﾄを除く）

材料 （ＪＩＳ

マーク表示

されたレ

ディーミク

ストコンク

リートを使

用する場合

は除く）

セメントの蛍光X

線分析方法

JIS R 5204 JIS R 5210（ポルトランドセメ

ント）

JIS R 5211（高炉セメント）

JIS R 5214（エコセメント）

工事開始前、工事中1回／月以

上

○

諸基準類の改訂に伴う追

加○

1　ｾﾒﾝﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ

(転圧ｺﾝｸﾘｰﾄ・ｺ

ﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ・覆工

ｺﾝｸﾘｰﾄ・吹付け

ｺﾝｸﾘｰﾄを除く）

施工 必須 塩化物総量規制 「コンクリートの耐

久性向上」

原則0.3㎏/m3以下 コンクリートの打設が午前と午

後にまたがる場合は、午前に１

回コンクリート打設前に行い、

その試験結果が塩化物総量の規

制値の1/2以下の場合は、午後

の試験を省略することができ

る。（１試験の測定回数は3回

とする）試験の判定は3回の測

定値の平均値。

・小規模工種で1工種当りの総

使用量が50m3未満の場合は1工

種1回以上の試験、又はレ

ディーミクストコンクリート工

場（JISﾏｰｸ表示認証工場）の品

質証明書等のみとすることがで

きる。

・骨材に海砂を使用する場合

は、「海砂の塩化物イオン含有

率試験方法」（JSCE-C502-

2018,503-2018）又は設計図書

の規定により行う。

・用心鉄筋等を有さない無筋構

造物の場合は省略できる。

※小規模工種とは、以下の工種

を除く工種とする。（橋台、橋

脚、杭類（場所打杭、井筒基礎

等）、橋梁上部工（桁、床版、

高欄等）、擁壁工（高さ1.0m以

上）、函渠工、樋門、樋管、水

門、水路（内幅2.0m以上）、護

岸、ダム及び堰、トンネル、舗

装、その他これらに類する工種

及び特記仕様書で指定された工

種）

1　ｾﾒﾝﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ

(転圧ｺﾝｸﾘｰﾄ・ｺ

ﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ・覆工

ｺﾝｸﾘｰﾄ・吹付け

ｺﾝｸﾘｰﾄを除く）

施工 必須 塩化物総量規制 「コンクリートの耐

久性向上」仕様書

原則0.3㎏/m3以下 コンクリートの打設が午前と午

後にまたがる場合は、午前に１

回コンクリート打設前に行い、

その試験結果が塩化物総量の規

制値の1/2以下の場合は、午後

の試験を省略することができ

る。（１試験の測定回数は3回

とする）試験の判定は3回の測

定値の平均値。

・小規模工種で1工種当りの総

使用量が50m3未満の場合は1工

種1回以上の試験、又はレ

ディーミクストコンクリート工

場（JISﾏｰｸ表示認証工場）の品

質証明書等のみとすることがで

きる。

・骨材に海砂を使用する場合

は、「海砂の塩化物イオン含有

率試験方法」（JSCE-C502-

2018,503-2018）又は設計図書

の規定により行う。

・用心鉄筋等を有さない無筋構

造物の場合は省略できる。

※小規模工種とは、以下の工種

を除く工種とする。（橋台、橋

脚、杭類（場所打杭、井筒基礎

等）、橋梁上部工（桁、床版、

高欄等）、擁壁工（高さ1.0m以

上）、函渠工、樋門、樋管、水

門、水路（内幅2.0m以上）、護

岸、ダム及び堰、トンネル、舗

装、その他これらに類する工種

及び特記仕様書で指定された工

種）

諸基準類との統一△

1　ｾﾒﾝﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ

(転圧ｺﾝｸﾘｰﾄ・ｺ

ﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ・覆工

ｺﾝｸﾘｰﾄ・吹付け

ｺﾝｸﾘｰﾄを除く）

施工後試験 テストハン

マーによる

強度推定調

査

土木学会基準

JSCE-G 504-2013

設計基準強度 鉄筋コンクリート擁壁及びカル

バート類、トンネルについては

目地間（但し、100mを超えるト

ンネルでは、100mを超えた箇所

以降は、30m程度に１箇所）で

行う。その他の構造物について

は、強度が同じブロックを１構

造物の単位とし、各単位につき

３ヶ所の調査を実施。

また、調査の結果、平均値が設

計基準強度を下回った場合と、

１回の試験結果が設計基準強度

の85%以下となった場合は、そ

の箇所の周辺において、再調査

を５箇所実施。

材齢28日～91日の間に試験を行

う。

高さが５m以上の鉄筋コンク

リート擁壁、内空断面積が25㎡

以上の鉄筋コンクリートカル

バート類、橋梁上・下部工、ト

ンネル及び高さが３m以上の

堰・水門・樋門を対象。（但

し、いずれの工種についてもプ

レキャスト製品及びプレストレ

ストコンクリートは対象としな

い。）また、再調査の平均強度

が、所定の強度が得られない場

合、もしくは１ヶ所の強度が設

計強度の85%を下回った場合

は、コアによる強度試験を行

う。

工期等により、基準期間内に調

査を行えない場合は監督職員と

協議するものとする。

1　ｾﾒﾝﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ

(転圧ｺﾝｸﾘｰﾄ・ｺ

ﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ・覆工

ｺﾝｸﾘｰﾄ・吹付け

ｺﾝｸﾘｰﾄを除く）

施工後試験 テストハン

マーによる

強度推定調

査

土木学会基準

JSCE-G 504-2013

設計基準強度 鉄筋コンクリート擁壁及びカル

バート類については目地間、そ

の他の構造物については強度が

同じブロックを1構造物の単位

とし、各単位につき３カ所の調

査を実施する。

また、調査の結果、平均値が設

計基準強度を下回った場合と、

1回の試験結果が設計基準強度

の85％以下となった場合は、そ

の箇所の周辺において、再調査

を5カ所実施。

材齢28日～91日の間に試験を行

う。

高さが５m以上の鉄筋コンク

リート擁壁、内空断面積が25㎡

以上の鉄筋コンクリートカル

バート類、橋梁上・下部工、ト

ンネル及び高さが３m以上の

堰・水門・樋門を対象。（ただ

し、いずれの工種についてもプ

レキャスト製品及びプレストレ

ストコンクリートは対象としな

い。）また、再調査の平均強度

が、所定の強度が得られない場

合、もしくは１ヶ所の強度が設

計強度の85%を下回った場合

は、コアによる強度試験を行

う。

工期等により、基準期間内に調

査を行えない場合は工事監督員

と協議するものとする。

諸基準類との統一○

1　ｾﾒﾝﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ

(転圧ｺﾝｸﾘｰﾄ・ｺ

ﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ・覆工

ｺﾝｸﾘｰﾄ・吹付け

ｺﾝｸﾘｰﾄを除く）

施工後試験 必須 配筋状態及びか

ぶり

「非破壊試験による

ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物中の配

筋状態及びかぶり測

定要領」による

同左 同左 同左 1　ｾﾒﾝﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ

(転圧ｺﾝｸﾘｰﾄ・ｺ

ﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ・覆工

ｺﾝｸﾘｰﾄ・吹付け

ｺﾝｸﾘｰﾄを除く）

施工後試験 必須 配筋状態及びか

ぶり

「非破壊試験による

ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物中の配

筋状態及びかぶり測

定要領」（国土交通

省、平成30年10月）

による

同左 同左 同左 諸基準類との統一△

1　ｾﾒﾝﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ

(転圧ｺﾝｸﾘｰﾄ・ｺ

ﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ・覆工

ｺﾝｸﾘｰﾄ・吹付け

ｺﾝｸﾘｰﾄを除く）

施工後試験 必須 強度測定 「微破壊・非破壊試

験によるｺﾝｸﾘｰﾄ構造

物の強度測定要領」

による

同左 同左 同左 1　ｾﾒﾝﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ

(転圧ｺﾝｸﾘｰﾄ・ｺ

ﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ・覆工

ｺﾝｸﾘｰﾄ・吹付け

ｺﾝｸﾘｰﾄを除く）

施工後試験 必須 強度測定 「微破壊・非破壊試

験によるｺﾝｸﾘｰﾄ構造

物の強度測定要領」

（国土交通省、平成

30年10月）による

同左 同左 同左 諸基準類との統一△

4　プレキャス

トコンクリート

製品

（その他）

材料 必須 コンクリートの

塩化物総量規制

「コンクリートの耐

久性向上」

原則0.3㎏/m3以下 1回／月以上

（塩化物量の多い砂の場合1回

以上／週）

製造工場が発行する配合計画書

に記載されている「コンクリー

トの塩化物総量規制0.30kg/m3

以下」による確認。

製造工場は製造期間中の品質管

理データをとりまとめ、常時閲

覧できるようにしておくこと。

○

4　プレキャス

トコンクリート

製品

（その他）

材料 必須 コンクリートの

塩化物総量規制

「コンクリートの耐

久性向上」仕様書

原則0.3㎏/m3以下 1回／月以上

（塩化物量の多い砂の場合1回

以上／週）

製造工場が発行する配合計画書

に記載されている「コンクリー

トの塩化物総量規制0.30kg/m3

以下」による確認。

製造工場は製造期間中の品質管

理データをとりまとめ、常時閲

覧できるようにしておくこと。

○

諸基準類との統一△

4　プレキャス

トコンクリート

製品

（その他）

材料 その他 骨材のふるい分

け試験

 (粒度・粗粒

率）

JIS A 1102

JIS A 5005

JIS A 5011-1～4

JIS A 5021

JIS A  5364

JIS A  5308

１回/月以上および産地が変

わった場合。

製造工場が発行する「骨材試験

成績書」による確認。製造工場

は製造期間中の品質管理データ

をとりまとめ、常時閲覧できる

ようにしておくこと。
○

4　プレキャス

トコンクリート

製品

（その他）

材料 その他 骨材のふるい分

け試験

 (粒度・粗粒

率）

JIS A 1102

JIS A 5005

JIS A 5011-1～5

JIS A 5021

JIS A  5364

JIS A  5308

１回/月以上および産地が変

わった場合。

製造工場が発行する「骨材試験

成績書」による確認。製造工場

は製造期間中の品質管理データ

をとりまとめ、常時閲覧できる

ようにしておくこと。
○

諸基準類との統一○

4　プレキャス

トコンクリート

製品

（その他）

材料 （ＪＩＳ

マーク表示

されたレ

ディーミク

ストコンク

リートを使

用する場合

は除く）

骨材の密度及び

吸水率試験

JIS A 1109

JIS A 1110

JIS A 5005

JIS A 5011-1～4

JIS A 5021

JIS A  5364

JIS A  5308

１回/月以上および産地が変

わった場合。

JIS A 5005（コンクリート用砕

石及び砕砂）

JIS A 5011-1（コンクリート用

スラグ骨材-第1部：高炉スラグ

骨材）

JIS A 5011-2（コンクリート用

スラグ骨材-第2部：フェロニッ

ケルスラグ細骨材）

JIS A 5011-3（コンクリート用

スラグ骨材-第3部：銅スラグ細

骨材）

JIS A 5011-4（コンクリート用

スラグ骨材-第4部：電気炉酸化

スラグ細骨材）

JIS A 5021（コンクリート用再

生骨材H）

製造工場が発行する「骨材試験

成績書」による確認。製造工場

は製造期間中の品質管理データ

をとりまとめ、常時閲覧できる

ようにしておくこと。

4　プレキャス

トコンクリート

製品

（その他）

材料 （ＪＩＳ

マーク表示

されたレ

ディーミク

ストコンク

リートを使

用する場合

は除く）

骨材の密度及び

吸水率試験

JIS A 1109

JIS A 1110

JIS A 5005

JIS A 5011-1～5

JIS A 5021

JIS A  5364

JIS A  5308

１回/月以上および産地が変

わった場合。

JIS A 5005（コンクリート用砕

石及び砕砂）

JIS A 5011-1（コンクリート用

スラグ骨材-第１部：高炉スラ

グ骨材）

JIS A 5011-2（コンクリート用

スラグ骨材-第２部：フェロ

ニッケルスラグ細骨材）

JIS A 5011-3（コンクリート用

スラグ骨材-第３部：銅スラグ

細骨材）

JIS A 5011-4（コンクリート用

スラグ骨材-第４部：電気炉酸

化スラグ細骨材）

JIS A 5011-5（コンクリート用

スラグ骨材-第５部：石炭ガス

化スラグ骨材）

JIS A 5021（コンクリート用再

生骨材H）

製造工場が発行する「骨材試験

成績書」による確認。製造工場

は製造期間中の品質管理データ

をとりまとめ、常時閲覧できる

ようにしておくこと。

諸基準類との統一○

12　ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装 材料 必須 フィラーの粒度

試験

JIS A 5008 便覧　表3.3.17による。 ・中規模以上の工事：施工前、

材料変更時

・小規模以下の工事：施工前

・中規模以上の工事とは、管理

図を描いた上での管理が可能な

工事をいい、舗装施工面積が

10,000m2あるいは使用する基層

及び表層用混合物の総使用量が

3,000t以上の場合が該当する。

・小規模工事は管理結果を施工

管理に反映できる規模の工事を

いい、同一工種の施工が数日連

続する場合で、次のいずれかに

該当するものをいう。

①施工面積で1,000㎡以上

10,000㎡未満

②使用する基層及び表層用混合

物の総使用量が500t以上3,000t

未満（コンクリートでは400m3

以上1,000m3未満）

ただし、以下に該当するものに

ついても小規模として取扱うも

のとする。

1)アスファルト舗装：同一配合

の合材が100t以上のもの

12　ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装 材料 必須 フィラー（舗装

用石灰石粉）の

粒度試験

JIS A 5008 舗装施工便覧　表3.3.17によ

る。

・中規模以上の工事：施工前、

材料変更時

・小規模以下の工事：施工前

・中規模以上の工事とは、管理

図を描いた上での管理が可能な

工事をいい、舗装施工面積が

10,000m2あるいは使用する基層

及び表層用混合物の総使用量が

3,000t以上の場合が該当する。

・小規模工事は管理結果を施工

管理に反映できる規模の工事を

いい、同一工種の施工が数日連

続する場合で、次のいずれかに

該当するものをいう。

①施工面積で1,000㎡以上

10,000㎡未満

②使用する基層及び表層用混合

物の総使用量が500t以上3,000t

未満（コンクリートでは400m3

以上1,000m3未満）

ただし、以下に該当するものに

ついても小規模として取扱うも

のとする。

1)アスファルト舗装：同一配合

の合材が100t以上のもの

諸基準類との統一△



北海道建設部土木工事共通仕様書　新旧対照表

Ⅱ　土木工事施工管理基準 ３　品質管理基準 (共通・河川・海岸・砂防・道路) 

旧（令和4年10月版） 新（令和5年10月版）

工　種 種　別
試験

区分
試験項目 試験方法 規格値 試験時期・頻度 摘　要

試験成績

表による

確認

工　種 種　別
試験

区分
試験項目 試験方法 規格値 試験時期・頻度 摘　要

試験成績

表による

確認

改定理由

12　ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装 材料 必須 フィラーの水分

試験

JIS A 5008 1%以下 ・中規模以上の工事とは、管理

図を描いた上での管理が可能な

工事をいい、舗装施工面積が

10,000m2あるいは使用する基層

及び表層用混合物の総使用量が

3,000t以上の場合が該当する。

・小規模工事は管理結果を施工

管理に反映できる規模の工事を

いい、同一工種の施工が数日連

続する場合で、次のいずれかに

該当するものをいう。

①施工面積で1,000㎡以上

10,000㎡未満

②使用する基層及び表層用混合

物の総使用量が500t以上3,000t

未満（コンクリートでは400m3

以上1,000m3未満）

ただし、以下に該当するものに

ついても小規模として取扱うも

のとする。

1)アスファルト舗装：同一配合

の合材が100t以上のもの

12　ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装 材料 必須 フィラー（舗装

用石灰石粉）の

水分試験

JIS A 5008 1%以下 ・中規模以上の工事とは、管理

図を描いた上での管理が可能な

工事をいい、舗装施工面積が

10,000m2あるいは使用する基層

及び表層用混合物の総使用量が

3,000t以上の場合が該当する。

・小規模工事は管理結果を施工

管理に反映できる規模の工事を

いい、同一工種の施工が数日連

続する場合で、次のいずれかに

該当するものをいう。

①施工面積で1,000㎡以上

10,000㎡未満

②使用する基層及び表層用混合

物の総使用量が500t以上3,000t

未満（コンクリートでは400m3

以上1,000m3未満）

ただし、以下に該当するものに

ついても小規模として取扱うも

のとする。

1)アスファルト舗装：同一配合

の合材が100t以上のもの

諸基準類との統一△

12　ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装 舗設現場 必須 温度測定（初転

圧前）

JIS Z 8710 110℃以上 随時 測定値の記録は、1日4回（午

前・午後各2回）

12　ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装 舗設現場 必須 温度測定（初転

圧前）

温度計による。 110℃以上

※ただし、混合物の種類によっ

て敷均しが困難な場合や、中温

化技術により施工性を改善した

混合物を使用する場合、締固め

効果の高いローラを使用する場

合などは、所定の締固め度が得

られる範囲で、適切な温度を設

定

随時 測定値の記録は、1日4回（午

前・午後各2回）

諸基準類との統一◎

13　転圧ｺﾝｸﾘｰﾄ 製造

(ﾌﾟﾗﾝﾄ)

その他 ミキサの練混ぜ

性能試験

バッチミキサの場

合：

　 JIS A 1119

　 JIS A 8603-1

   JIS A 8603-2

コンクリートの練混ぜ量

公称容量の場合：

コンクリート中のモルタル量の

偏差率：0.8％以下

コンクリート中の粗骨材量

の偏差率：5％以下

圧縮強度の偏差率：7.5％以下

コンクリート中の空気量の偏差

率：10％以下

コンシステンシー（スランプ）

の偏差率：15％以下

工事開始前及び工事中１回/年

以上。

総使用量が50m3未満の場合は1

回以上の試験、又はレディーミ

クストコンクリート工場（JIS

ﾏｰｸ表示認証工場）の品質証明

書等のみとすることができる。

○

13　転圧ｺﾝｸﾘｰﾄ 製造

(ﾌﾟﾗﾝﾄ)

その他 ミキサの練混ぜ

性能試験

バッチミキサの場

合：

　 JIS A 1119

　 JIS A 8603-1

   JIS A 8603-2

コンクリートの練混ぜ量

公称容量の場合：

コンクリート内のモルタル量の

偏差率：0.8％以下

コンクリート内の粗骨材量

の偏差率：5％以下

圧縮強度の偏差率：7.5％以下

コンクリート内の空気量の偏差

率：10％以下

コンシステンシー（スランプ）

の偏差率：15％以下

工事開始前及び工事中１回/年

以上。

総使用量が50m3未満の場合は1

回以上の試験、又はレディーミ

クストコンクリート工場（JIS

ﾏｰｸ表示認証工場）の品質証明

書等のみとすることができる。

○

諸基準類との統一△

14　ｸﾞｰｽｱｽﾌｧﾙﾄ

舗装

材料 必須 フィラーの粒度

試験

JIS A 5008 便覧　表3.3.17による。 ・中規模以上の工事：施工前、

材料変更時

・小規模以下の工事：施工前

○

14　ｸﾞｰｽｱｽﾌｧﾙﾄ

舗装

材料 必須 フィラー（舗装

用石灰石粉）の

粒度試験

JIS A 5008 便覧　表3.3.17による。 ・中規模以上の工事：施工前、

材料変更時

・小規模以下の工事：施工前

○

諸基準類との統一△

材料 必須 フィラーの水分

試験

JIS A 5008 1%以下 ・中規模以上の工事：施工前、

材料変更時

・小規模以下の工事：施工前

○

材料 必須 フィラー（舗装

用石灰石粉）の

水分試験

JIS A 5008 1%以下 ・中規模以上の工事：施工前、

材料変更時

・小規模以下の工事：施工前

○

諸基準類との統一△

21　吹付工 材料 必須

※

（いずれか

１方法）

アルカリ総量 「コンクリートの耐

久性向上」

3.0kg/m3以下 工事開始前、各配合毎。

○

21　吹付工 材料 必須

※

（いずれか

１方法）

アルカリ総量 「コンクリートの耐

久性向上」仕様書

3.0kg/m3以下 工事開始前、各配合毎。

○

諸基準類との統一△

21　吹付工 材料 その他 骨材のふるい分

け試験

JIS A 1102

JIS A 5005

JIS A 5011-1～4

JIS A 5021

設計図書による。 工事開始前、工事中１回/月以

上及び産地が変わった場合。
○

21　吹付工 材料 その他 骨材のふるい分

け試験

JIS A 1102

JIS A 5005

JIS A 5011-1～5

JIS A 5021

設計図書による。 工事開始前、工事中１回/月以

上及び産地が変わった場合。
○

諸基準類との統一○

21　吹付工 材料 その他 骨材の密度及び

吸水率試験

JIS A 1109

JIS A 1110

JIS A 5005

JIS A 5011-1～4

JIS A 5021

絶乾密度：2.5以上

細骨材の吸水率：3.5％以下

粗骨材の吸水率：3.0％以下

（砕砂・砕石、高炉スラグ骨

材、フェロニッケルスラグ細骨

材、銅スラグ細骨材の規格値に

ついては摘要を参照）

工事開始前、工事中１回/月以

上及び産地が変わった場合。

JIS A 5005（コンクリート用砕

石及び砕砂）

JIS A 5011-1（コンクリート用

スラグ骨材－第１部：高炉スラ

グ骨材）

JIS A 5011-2（コンクリート用

スラグ骨材－第２部：フェロ

ニッケルスラグ骨材）

JIS A 5011-3（コンクリート用

スラグ骨材－第３部：銅スラグ

骨材）

JIS A 5011-4（コンクリート用

スラグ骨材－第４部：電気炉酸

化スラグ骨材）

JIS A 5021（コンクリート用再

生骨材Ｈ）

21　吹付工 材料 その他 骨材の密度及び

吸水率試験

JIS A 1109

JIS A 1110

JIS A 5005

JIS A 5011-1～5

JIS A 5021

絶乾密度：2.5以上

細骨材の吸水率：3.5％以下

粗骨材の吸水率：3.0％以下

（砕砂・砕石、高炉スラグ骨

材、フェロニッケルスラグ細骨

材、銅スラグ細骨材の規格値に

ついては摘要を参照）

工事開始前、工事中１回/月以

上及び産地が変わった場合。

JIS A 5005（コンクリート用砕

石及び砕砂）

JIS A 5011-1（コンクリート用

スラグ骨材－第１部：高炉スラ

グ骨材）

JIS A 5011-2（コンクリート用

スラグ骨材－第２部：フェロ

ニッケルスラグ骨材）

JIS A 5011-3（コンクリート用

スラグ骨材－第３部：銅スラグ

骨材）

JIS A 5011-4（コンクリート用

スラグ骨材－第４部：電気炉酸

化スラグ骨材）

JIS A 5011-5（コンクリート用

スラグ骨材－第５部：石炭ガス

化スラグ骨材）

JIS A 5021（コンクリート用再

生骨材Ｈ）

諸基準類との統一○

21　吹付工 施工 必須 コンクリートの

圧縮強度試験

JIS A 1108

土木学会基準

JSCE F 561-2013

3本の強度の平均値が材令28日

で設計強度以上とする。

吹付1日につき1回行う。

なお、テストピースは現場に配

置された型枠に工事で使用する

のと同じコンクリート（モルタ

ル）を吹付け、現場で28日養生

し、直径50㎜のコアーを切取り

キャッピングを行う。原則とし

て1回に3本とする。

小規模工種で1工種当りの総使

用量が50m3未満の場合は1工種1

回以上の試験、又はレディーミ

クストコンクリート工場（JIS

ﾏｰｸ表示認証工場）の品質証明

書等のみとすることができる。

※小規模工種については、ミキ

サの練混ぜ性能試験の項目を参

照

21　吹付工 施工 必須 コンクリートの

圧縮強度試験

JIS A 1108

土木学会基準

JSCE-F 561-2013

3本の強度の平均値が材令28日

で設計強度以上とする。

吹付1日につき1回行う。

なお、テストピースは現場に配

置された型枠に工事で使用する

のと同じコンクリート（モルタ

ル）を吹付け、現場で28日養生

し、直径50㎜のコアーを切取り

キャッピングを行う。原則とし

て1回に3本とする。

小規模工種で1工種当りの総使

用量が50m3未満の場合は1工種1

回以上の試験、又はレディーミ

クストコンクリート工場（JIS

ﾏｰｸ表示認証工場）の品質証明

書等のみとすることができる。

※小規模工種については、ミキ

サの練混ぜ性能試験の項目を参

照

諸基準類との統一△

21　吹付工 施工 その他 塩化物総量規制 「コンクリートの耐

久性向上」

原則0.3㎏/m3以下 コンクリートの打設が午前と午

後にまたがる場合は、午前に１

回コンクリート打設前に行い、

その試験結果が塩化物総量の規

制値の1/2以下の場合は、午後

の試験を省略することができ

る。（１試験の測定回数は3回

とする）試験の判定は3回の測

定値の平均値。

小規模工種で1工種当りの総使

用量が50m3未満の場合は1工種1

回以上の試験、又はレディーミ

クストコンクリート工場（JIS

ﾏｰｸ表示認証工場）の品質証明

書等のみとすることができる。

※小規模工種については、ミキ

サの練混ぜ性能試験の項目を参

照

21　吹付工 施工 その他 塩化物総量規制 「コンクリートの耐

久性向上」仕様書

原則0.3㎏/m3以下 コンクリートの打設が午前と午

後にまたがる場合は、午前に１

回コンクリート打設前に行い、

その試験結果が塩化物総量の規

制値の1/2以下の場合は、午後

の試験を省略することができ

る。（１試験の測定回数は3回

とする）試験の判定は3回の測

定値の平均値。

小規模工種で1工種当りの総使

用量が50m3未満の場合は1工種1

回以上の試験、又はレディーミ

クストコンクリート工場（JIS

ﾏｰｸ表示認証工場）の品質証明

書等のみとすることができる。

※小規模工種については、ミキ

サの練混ぜ性能試験の項目を参

照

諸基準類との統一△

22　現場吹付法

枠工

材料 必須

※

（いずれか

１方法）

アルカリ総量 「コンクリートの耐

久性向上」

3.0kg/m3以下 工事開始前、各配合毎。

○

22　現場吹付法

枠工

材料 必須

※

（いずれか

１方法）

アルカリ総量 「コンクリートの耐

久性向上」仕様書

3.0kg/m3以下 工事開始前、各配合毎。

○

諸基準類との統一△

22　現場吹付法

枠工

材料 その他 骨材のふるい分

け試験

JIS A 1102

JIS A 5005

JIS A 5011-1～4

JIS A 5021

設計図書による。 工事開始前、工事中１回/月以

上及び産地が変わった場合。

○

22　現場吹付法

枠工

材料 その他 骨材のふるい分

け試験

JIS A 1102

JIS A 5005

JIS A 5011-1～5

JIS A 5021

設計図書による。 工事開始前、工事中１回/月以

上及び産地が変わった場合。

○

諸基準類との統一○

22　現場吹付法

枠工

材料 （ＪＩＳ

マーク表示

されたレ

ディミクス

トコンク

リートを使

用する場合

は除く）

骨材の密度及び

吸水率試験

JIS A 1109

JIS A 1110

JIS A 5005

JIS A 5011-1～4

JIS A 5021

絶乾密度：2.5以上

細骨材の吸水率：3.5％以下

粗骨材の吸水率：3.0％以下

（砕砂・砕石、高炉スラグ骨

材、フェロニッケルスラグ細骨

材、銅スラグ細骨材の規格値に

ついては摘要を参照）

工事開始前、工事中１回/月以

上及び産地が変わった場合。

JIS A 5005（コンクリート用砕

石及び砕砂）

JIS A 5011-1（コンクリート用

スラグ骨材－第１部：高炉スラ

グ骨材）

JIS A 5011-2（コンクリート用

スラグ骨材－第２部：フェロ

ニッケルスラグ骨材）

JIS A 5011-3（コンクリート用

スラグ骨材－第３部：銅スラグ

骨材）

JIS A 5011-4（コンクリート用

スラグ骨材－第４部：電気炉酸

化スラグ骨材）

JIS A 5021（コンクリート用再

生骨材Ｈ）

○

22　現場吹付法

枠工

材料 （ＪＩＳ

マーク表示

されたレ

ディミクス

トコンク

リートを使

用する場合

は除く）

骨材の密度及び

吸水率試験

JIS A 1109

JIS A 1110

JIS A 5005

JIS A 5011-1～5

JIS A 5021

絶乾密度：2.5以上

細骨材の吸水率：3.5％以下

粗骨材の吸水率：3.0％以下

（砕砂・砕石、高炉スラグ骨

材、フェロニッケルスラグ細骨

材、銅スラグ細骨材の規格値に

ついては摘要を参照）

工事開始前、工事中１回/月以

上及び産地が変わった場合。

JIS A 5005（コンクリート用砕

石及び砕砂）

JIS A 5011-1（コンクリート用

スラグ骨材－第１部：高炉スラ

グ骨材）

JIS A 5011-2（コンクリート用

スラグ骨材－第２部：フェロ

ニッケルスラグ骨材）

JIS A 5011-3（コンクリート用

スラグ骨材－第３部：銅スラグ

骨材）

JIS A 5011-4（コンクリート用

スラグ骨材－第４部：電気炉酸

化スラグ骨材）

JIS A 5011-5（コンクリート用

スラグ骨材－第５部：石炭ガス

化スラグ骨材）

JIS A 5021（コンクリート用再

生骨材Ｈ）

○

諸基準類との統一○

22　現場吹付法

枠工

施工 必須 コンクリートの

圧縮強度試験

JIS A 1107

JIS A 1108

土木学会基準

JSCE F 561-2013

設計図書による。 1回6本　吹付1日につき1回行

う。

なお、テストピースは現場に配

置された型枠に工事で使用する

のと同じコンクリート（モルタ

ル）を吹付け、現場で7日間及

び28日間放置後、φ5㎝のコア

を切り取りキャッピングを行

う。1回に6本（σ7…3本、σ28

…3本）とする。

・参考値：18N/mm2以上（材令

28日）

・小規模工種で1工種当りの総

使用量が50m3未満の場合は1工

種1回以上の試験、又はレ

ディーミクストコンクリート工

場（JISﾏｰｸ表示認証工場）の品

質証明書等のみとすることがで

きる。

※小規模工種については、ミキ

サの練混ぜ性能試験の項目を参

照

22　現場吹付法

枠工

施工 必須 コンクリートの

圧縮強度試験

JIS A 1107

JIS A 1108

土木学会基準

JSCE-F 561-2013

設計図書による。 1回6本　吹付1日につき1回行

う。

なお、テストピースは現場に配

置された型枠に工事で使用する

のと同じコンクリート（モルタ

ル）を吹付け、現場で7日間及

び28日間放置後、φ5㎝のコア

を切り取りキャッピングを行

う。1回に6本（σ7…3本、σ28

…3本）とする。

・参考値：18N/mm2以上（材令

28日）

・小規模工種で1工種当りの総

使用量が50m3未満の場合は1工

種1回以上の試験、又はレ

ディーミクストコンクリート工

場（JISﾏｰｸ表示認証工場）の品

質証明書等のみとすることがで

きる。

※小規模工種については、ミキ

サの練混ぜ性能試験の項目を参

照

諸基準類との統一△

22　現場吹付法

枠工

施工 その他 塩化物総量規制 「コンクリートの耐

久性向上」

原則0.3㎏/m3以下 コンクリートの打設が午前と午

後にまたがる場合は、午前に１

回コンクリート打設前に行い、

その試験結果が塩化物総量の規

制値の1/2以下の場合は、午後

の試験を省略することができ

る。（１試験の測定回数は３

回）試験の判定は３回の測定値

の平均値。

小規模工種で1工種当りの総使

用量が50m3未満の場合は1工種1

回以上の試験、又はレディーミ

クストコンクリート工場（JIS

ﾏｰｸ表示認証工場）の品質証明

書等のみとすることができる。

※小規模工種については、ミキ

サの練混ぜ性能試験の項目を参

照

22　現場吹付法

枠工

施工 その他 塩化物総量規制 「コンクリートの耐

久性向上」仕様書

原則0.3㎏/m3以下 コンクリートの打設が午前と午

後にまたがる場合は、午前に１

回コンクリート打設前に行い、

その試験結果が塩化物総量の規

制値の1/2以下の場合は、午後

の試験を省略することができ

る。（１試験の測定回数は３

回）試験の判定は３回の測定値

の平均値。

小規模工種で1工種当りの総使

用量が50m3未満の場合は1工種1

回以上の試験、又はレディーミ

クストコンクリート工場（JIS

ﾏｰｸ表示認証工場）の品質証明

書等のみとすることができる。

※小規模工種については、ミキ

サの練混ぜ性能試験の項目を参

照

諸基準類との統一△

・中規模以上の工事とは、管理

図を描いた上での管理が可能な

工事をいい、舗装施工面積が

10,000m2あるいは使用する基層

及び表層用混合物の総使用量が

3,000t以上の場合が該当する。

・小規模工事は管理結果を施工

管理に反映できる規模の工事を

いい、同一工種の施工が数日連

続する場合で、次のいずれかに

該当するものをいう。

①施工面積で1,000㎡以上

10,000㎡未満

②使用する基層及び表層用混合

物の総使用量が500t以上3,000t

未満（コンクリートでは400m3

以上1,000m3未満）

ただし、以下に該当するものに

ついても小規模として取扱うも

のとする。

1)アスファルト舗装：同一配合

の合材が100t以上のもの

・中規模以上の工事とは、管理

図を描いた上での管理が可能な

工事をいい、舗装施工面積が

10,000m2あるいは使用する基層

及び表層用混合物の総使用量が

3,000t以上の場合が該当する。

・小規模工事は管理結果を施工

管理に反映できる規模の工事を

いい、同一工種の施工が数日連

続する場合で、次のいずれかに

該当するものをいう。

①施工面積で1,000㎡以上

10,000㎡未満

②使用する基層及び表層用混合

物の総使用量が500t以上3,000t

未満（コンクリートでは400m3

以上1,000m3未満）

ただし、以下に該当するものに

ついても小規模として取扱うも

のとする。

1)アスファルト舗装：同一配合

の合材が100t以上のもの



北海道建設部土木工事共通仕様書　新旧対照表

Ⅱ　土木工事施工管理基準 ３　品質管理基準 (共通・河川・海岸・砂防・道路) 

旧（令和4年10月版） 新（令和5年10月版）

工　種 種　別
試験

区分
試験項目 試験方法 規格値 試験時期・頻度 摘　要

試験成績

表による

確認

工　種 種　別
試験

区分
試験項目 試験方法 規格値 試験時期・頻度 摘　要

試験成績

表による

確認

改定理由

28　コンクリー

トダム

材料 必須

※

（いずれか

１方法）

アルカリ総量 「コンクリートの耐

久性向上」

3.0kg/m3以下 工事開始前、各配合毎。

○

28　コンクリー

トダム

材料 必須

※

（いずれか

１方法）

アルカリ総量 「コンクリートの耐

久性向上」仕様書

3.0kg/m3以下 工事開始前、各配合毎。

○

諸基準類との統一△

28　コンクリー

トダム

（ＪＩＳマーク

表示されたレ

ディーミクスト

コンクリートを

使用する場合は

除く）

その他 骨材の密度及び

吸水率試験

JIS A 1109

JIS A 1110

JIS A 5005

JIS A 5011-1～4

JIS A 5021

絶乾密度：2.5以上

絶乾密度：2.5以上

吸水率：[2013年制定]コンク

リート標準示方書ダムコンク

リート編による。

工事開始前、工事中1回／月以

上及び産地が変わった場合。

JIS A 5005（コンクリート用砕

石及び砕砂）

JIS A 5011-1（コンクリート用

スラグ骨材－第１部：高炉スラ

グ骨材）

JIS A 5011-2（コンクリート用

スラグ骨材－第２部：フェロ

ニッケルスラグ骨材）

JIS A 5011-3（コンクリート用

スラグ骨材－第３部：銅スラグ

骨材）

JIS A 5011-4（コンクリート用

スラグ骨材－第４部：電気炉酸

化スラグ骨材）

JIS A 5021（コンクリート用再

生骨材Ｈ）

○

28　コンクリー

トダム

（ＪＩＳマーク

表示されたレ

ディーミクスト

コンクリートを

使用する場合は

除く）

その他 骨材の密度及び

吸水率試験

JIS A 1109

JIS A 1110

JIS A 5005

JIS A 5011-1～5

JIS A 5021

絶乾密度：2.5以上

絶乾密度：2.5以上

吸水率：[2013年制定]コンク

リート標準示方書ダムコンク

リート編による。

工事開始前、工事中1回／月以

上及び産地が変わった場合。

JIS A 5005（コンクリート用砕

石及び砕砂）

JIS A 5011-1（コンクリート用

スラグ骨材－第１部：高炉スラ

グ骨材）

JIS A 5011-2（コンクリート用

スラグ骨材－第２部：フェロ

ニッケルスラグ骨材）

JIS A 5011-3（コンクリート用

スラグ骨材－第３部：銅スラグ

骨材）

JIS A 5011-4（コンクリート用

スラグ骨材－第４部：電気炉酸

化スラグ骨材）

JIS A 5011-5（コンクリート用

スラグ骨材－第５部：石炭ガス

化スラグ骨材）

JIS A 5021（コンクリート用再

生骨材Ｈ）

○

諸基準類との統一○

28　コンクリー

トダム

施工 必須 塩化物総量規制 「コンクリートの耐

久性向上」

原則0.3㎏/m3以下 コンクリートの打設が午前と午

後にまたがる場合は、午前に1

回コンクリート打設前に行い、

その試験結果が塩化物総量の規

制値の1／2以下の場合は、午後

の試験を省略することができ

る。（1試験の測定回数は3回と

する）試験の判定は3回の測定

値の平均値。

・小規模工種※で1工種当りの

総使用量が50m3未満の場合は1

工種1回以上の試験、またはレ

ディーミクストコンクリート工

場の品質証明書等のみとするこ

とができる。1工種当たりの総

使用量が50m3以上の場合は、

50m3ごとに1回の試験を行う。

・骨材に海砂を使用する場合

は、「海砂の塩化物イオン含有

率試験方法」（JSCE-C502-

2018,503-2018）または設計図

書の規定により行う。

※小規模工種とは、以下の工種

を除く工種とする。（橋台、橋

脚、杭類（場所打杭、井筒基礎

等）、橋梁上部工（桁、床版、

高欄等）、擁壁工（高さ1m以

上）、函渠工、樋門、樋管、水

門、水路（内幅2.0m以上）、護

岸、ダム及び堰、トンネル、舗

装、その他これらに類する工種

及び特記仕様書で指定された工

種）

28　コンクリー

トダム

施工 必須 塩化物総量規制 「コンクリートの耐

久性向上」仕様書

原則0.3㎏/m3以下 コンクリートの打設が午前と午

後にまたがる場合は、午前に1

回コンクリート打設前に行い、

その試験結果が塩化物総量の規

制値の1／2以下の場合は、午後

の試験を省略することができ

る。（1試験の測定回数は3回と

する）試験の判定は3回の測定

値の平均値。

・小規模工種※で1工種当りの

総使用量が50m3未満の場合は1

工種1回以上の試験、またはレ

ディーミクストコンクリート工

場の品質証明書等のみとするこ

とができる。1工種当たりの総

使用量が50m3以上の場合は、

50m3ごとに1回の試験を行う。

・骨材に海砂を使用する場合

は、「海砂の塩化物イオン含有

率試験方法」（JSCE-C502-

2018,503-2018）または設計図

書の規定により行う。

※小規模工種とは、以下の工種

を除く工種とする。（橋台、橋

脚、杭類（場所打杭、井筒基礎

等）、橋梁上部工（桁、床版、

高欄等）、擁壁工（高さ1m以

上）、函渠工、樋門、樋管、水

門、水路（内幅2.0m以上）、護

岸、ダム及び堰、トンネル、舗

装、その他これらに類する工種

及び特記仕様書で指定された工

種）

諸基準類との統一△

28　コンクリー

トダム

施工 その他 コンクリートの

ブリージング試

験

JIS A 1123 設計図書による 1回1ヶ　当初及び品質に異常が

認められる場合に行う。

28　コンクリー

トダム

施工 その他 コンクリートの

ブリーディング

試験

JIS A 1123 設計図書による 1回1ヶ　当初及び品質に異常が

認められる場合に行う。

諸基準類との統一△

29　覆工ｺﾝｸﾘｰﾄ

(NATM)

材料 必須

※

（いずれか

１方法）

アルカリ総量 「コンクリートの耐

久性向上」

3.0kg/m3以下 工事開始前、各配合毎。

○

29　覆工ｺﾝｸﾘｰﾄ

(NATM)

材料 必須

※

（いずれか

１方法）

アルカリ総量 「コンクリートの耐

久性向上」仕様書

3.0kg/m3以下 工事開始前、各配合毎。

○

諸基準類との統一△

29　覆工ｺﾝｸﾘｰﾄ

(NATM)

材料 その他 骨材のふるい分

け試験

JIS A 1102

JIS A 5005

JIS A 5011-1～4

JIS A 5021

設計図書による。 工事開始前、工事中１回/月以

上及び産地が変わった場合。

○

29　覆工ｺﾝｸﾘｰﾄ

(NATM)

材料 その他 骨材のふるい分

け試験

JIS A 1102

JIS A 5005

JIS A 5011-1～5

JIS A 5021

設計図書による。 工事開始前、工事中１回/月以

上及び産地が変わった場合。

○

諸基準類との統一○

29　覆工ｺﾝｸﾘｰﾄ

(NATM)

材料 その他 骨材の密度及び

吸水率試験

JIS A 1109

JIS A 1110

JIS A 5005

JIS A 5011-1～4

JIS A 5021

絶乾密度：2.5以上

細骨材の吸水率：3.5％以下

粗骨材の吸水率：3.0％以下

（砕砂・砕石、高炉スラグ骨

材、フェロニッケルスラグ細骨

材、銅スラグ細骨材の規格値に

ついては摘要を参照）

工事開始前、工事中１回/月以

上及び産地が変わった場合。

JIS A 5005（コンクリート用砕

石及び砕砂）

JIS A 5011-1（コンクリート用

スラグ骨材－第１部：高炉スラ

グ骨材）

JIS A 5011-2（コンクリート用

スラグ骨材－第２部：フェロ

ニッケルスラグ骨材）

JIS A 5011-3（コンクリート用

スラグ骨材－第３部：銅スラグ

骨材）

JIS A 5011-4（コンクリート用

スラグ骨材－第４部：電気炉酸

化スラグ骨材）

JIS A 5021（コンクリート用再

生骨材Ｈ）

○

29　覆工ｺﾝｸﾘｰﾄ

(NATM)

材料 その他 骨材の密度及び

吸水率試験

JIS A 1109

JIS A 1110

JIS A 5005

JIS A 5011-1～5

JIS A 5021

絶乾密度：2.5以上

細骨材の吸水率：3.5％以下

粗骨材の吸水率：3.0％以下

（砕砂・砕石、高炉スラグ骨

材、フェロニッケルスラグ細骨

材、銅スラグ細骨材の規格値に

ついては摘要を参照）

工事開始前、工事中１回/月以

上及び産地が変わった場合。

JIS A 5005（コンクリート用砕

石及び砕砂）

JIS A 5011-1（コンクリート用

スラグ骨材－第１部：高炉スラ

グ骨材）

JIS A 5011-2（コンクリート用

スラグ骨材－第２部：フェロ

ニッケルスラグ骨材）

JIS A 5011-3（コンクリート用

スラグ骨材－第３部：銅スラグ

骨材）

JIS A 5011-4（コンクリート用

スラグ骨材－第４部：電気炉酸

化スラグ骨材）

JIS A 5011-5（コンクリート用

スラグ骨材－第５部：石炭ガス

化スラグ骨材）

JIS A 5021（コンクリート用再

生骨材Ｈ）

○

諸基準類との統一○

29　覆工ｺﾝｸﾘｰﾄ

(NATM)

施工 必須 塩化物総量規制 「コンクリートの耐

久性向上」

原則0.3㎏/m3以下 コンクリートの打設が午前と午

後にまたがる場合は、午前に１

回コンクリート打設前に行い、

その試験結果が塩化物総量の規

制値の1/2以下の場合は、午後

の試験を省略することができ

る。（１試験の測定回数は3回

とする）試験の判定は3回の測

定値の平均値。

29　覆工ｺﾝｸﾘｰﾄ

(NATM)

施工 必須 塩化物総量規制 「コンクリートの耐

久性向上」仕様書

原則0.3㎏/m3以下 コンクリートの打設が午前と午

後にまたがる場合は、午前に１

回コンクリート打設前に行い、

その試験結果が塩化物総量の規

制値の1/2以下の場合は、午後

の試験を省略することができ

る。（１試験の測定回数は3回

とする）試験の判定は3回の測

定値の平均値。

諸基準類との統一△

29　覆工ｺﾝｸﾘｰﾄ

(NATM)

施工後

試験

必須 テストハンマー

による強度推定

調査

土木学会基準

JSCE-G 504-2013

設計基準強度 目地間（ただし、100mを超える

トンネルでは、100mを超えた箇

所以降は、30m程度に1箇所）で

行う。また、調査の結果、平均

値が設計基準強度を下回った場

合と、1回の試験結果が設計基

準強度の85%以下となった場合

は、その箇所の周辺において、

再調査を5カ所実施。材齢28日

～91日の間に試験を行う。

再調査の平均強度が、所定の強

度を得られない場合、もしくは

1ヵ所の強度が設計基準強度の

85%を下回った場合は、コアに

よる強度試験を行う。

工期等により、基準期間内に調

査を行えない場合は、工事監督

員と協議するものとする。

29　覆工ｺﾝｸﾘｰﾄ

(NATM)

施工後

試験

必須 テストハンマー

による強度推定

調査

土木学会基準

JSCE-G 504-2013

設計基準強度 トンネルは1打設部分を単位と

し、各単位につき3カ所の調査

を実施する。

また、調査の結果、平均値が設

計基準強度を下回った場合と、

1回の試験結果が設計基準強度

の85％以下となった場合は、そ

の箇所の周辺において、再調査

を5カ所実施。

材齢28日～91日の間に試験を行

う。

再調査の平均強度が、所定の強

度を得られない場合、もしくは

1ヵ所の強度が設計基準強度の

85%を下回った場合は、コアに

よる強度試験を行う。

工期等により、基準期間内に調

査を行えない場合は、工事監督

員と協議するものとする。

諸基準類との統一◎

30　吹付けｺﾝｸ

ﾘｰﾄ(NATM)

材料 必須

※

（いずれか

１方法）

アルカリ総量 「コンクリートの耐

久性向上」

3.0kg/m3以下 工事開始前、各配合毎。

○

30　吹付けｺﾝｸ

ﾘｰﾄ(NATM)

材料 必須

※

（いずれか

１方法）

アルカリ総量 「コンクリートの耐

久性向上」仕様書

3.0kg/m3以下 工事開始前、各配合毎。

○

諸基準類との統一△

30　吹付けｺﾝｸ

ﾘｰﾄ(NATM)

施工 必須 塩化物総量規制 「コンクリートの耐

久性向上」

原則0.3㎏/m3以下 コンクリートの打設が午前と午

後にまたがる場合は、午前に１

回コンクリート打設前に行い、

その試験結果が塩化物総量の規

制値の1/2以下の場合は、午後

の試験を省略することができ

る。（１試験の測定回数は3回

とする）試験の判定は3回の測

定値の平均値。

　

.

30　吹付けｺﾝｸ

ﾘｰﾄ(NATM)

施工 必須 塩化物総量規制 「コンクリートの耐

久性向上」仕様書

原則0.3㎏/m3以下 コンクリートの打設が午前と午

後にまたがる場合は、午前に１

回コンクリート打設前に行い、

その試験結果が塩化物総量の規

制値の1/2以下の場合は、午後

の試験を省略することができ

る。（１試験の測定回数は3回

とする）試験の判定は3回の測

定値の平均値。

　

.

諸基準類との統一△

34　排水性舗装

工・透水性舗装

工

材料 必須 フィラーの粒度

試験

JIS A 5008 「舗装施工便覧」3-3-2(4)によ

る。

・中規模以上の工事：施工前、

材料変更時

・小規模以下の工事：施工前

○

34　排水性舗装

工・透水性舗装

工

材料 必須 フィラー（舗装

用石灰石粉）の

粒度試験

JIS A 5008 「舗装施工便覧」3-3-2(4)によ

る。

・中規模以上の工事：施工前、

材料変更時

・小規模以下の工事：施工前

○

諸基準類との統一△

34　排水性舗装

工・透水性舗装

工

材料 必須 フィラーの水分

試験

JIS A 5008 1%以下 ・中規模以上の工事：施工前、

材料変更時

・小規模以下の工事：施工前

○

34　排水性舗装

工・透水性舗装

工

材料 必須 フィラー（舗装

用石灰石粉）の

水分試験

JIS A 5008 1%以下 ・中規模以上の工事：施工前、

材料変更時

・小規模以下の工事：施工前

○

諸基準類との統一△

41　橋梁 材料

 (無収縮ﾓﾙﾀﾙ）

必須 圧縮強度試験 コンクリート標準示

方書

土木学会基準

（JSCE-G 541)

「充填ﾓﾙﾀﾙの圧縮強

度試験方法」

標準養生20℃で

   σ3=25N/mm2、σ28=45N/mm2

以上

とする。

（供試体３本の平均値）

１日１回とし、１回につきσ

3、σ28強度各３本作成する。

41　橋梁 材料

 (無収縮ﾓﾙﾀﾙ）

必須 圧縮強度試験 コンクリート標準示

方書

土木学会基準

（JSCE-G 541-1999)

「充填ﾓﾙﾀﾙの圧縮強

度試験方法」

標準養生20℃で

   σ3=25N/mm2、σ28=45N/mm2

以上

とする。

（供試体３本の平均値）

１日１回とし、１回につきσ

3、σ28強度各３本作成する。

諸基準類との整合△

41　橋梁 材料

 (無収縮ﾓﾙﾀﾙ）

必須 コンシステン

シー試験

（Ｊロートによ

る流下値）

コンクリート標準示

方書

土木学会基準

（JSCE-F 541)

「充填ﾓﾙﾀﾙの流動性

試験方法」

練り混ぜ完了から３分以内の値

を基準とし、

   セメント系　８±２秒、

   鉄粉系　１０±３秒

とする。

１日２回（午前・午後各１回）

以上測定。

41　橋梁 材料

 (無収縮ﾓﾙﾀﾙ）

必須 コンシステン

シー試験

（Ｊロートによ

る流下値）

コンクリート標準示

方書

土木学会基準

（JSCE-F 541-2013)

「充填ﾓﾙﾀﾙの流動性

試験方法」

練り混ぜ完了から３分以内の値

を基準とし、

   セメント系　８±２秒、

   鉄粉系　１０±３秒

とする。

１日２回（午前・午後各１回）

以上測定。

諸基準類との整合△

41　橋梁 材料

 (無収縮ﾓﾙﾀﾙ）

必須 ブリージング試

験

コンクリート標準示

方書

土木学会基準

（JSCE-F 542)

「充填ﾓﾙﾀﾙのブリー

ジング率及び膨張率

試験方法」

練り混ぜ２時間後のブリージン

グ率２％以下

製造会社の試験成績表による。

○

41　橋梁 材料

 (無収縮ﾓﾙﾀﾙ）

必須 ブリーディング

試験

コンクリート標準示

方書

土木学会基準

（JSCE-F 542-2013)

「充塡モルタルのブ

リーディング率およ

び膨張率試験方法」

練り混ぜ２時間後のブリーディ

ング率２％以下

製造会社の試験成績表による。

○

諸基準類との整合△

42　ポステンPC

桁

施工 必須 グラウトのブ

リージング率

グラウトの膨張

率

１０編第５章第４節による。 グラウト工事開始前及びグラウ

ト工事中に１回／１日（３個／

回）

42　ポステンPC

桁

施工 必須 グラウトのブ

リーディング率

グラウトの膨張

率

土木学会

「ＰＣグラウト試験

方法」

１０編第５章第４節による。 グラウト工事開始前及びグラウ

ト工事中に１回／１日（３個／

回）

諸基準類との統一△

・中規模以上の工事とは、管理

図を描いた上での管理が可能な

工事をいい、舗装施工面積が

10,000m2あるいは使用する基層

及び表層用混合物の総使用量が

3,000t以上の場合が該当する。

・小規模工事は管理結果を施工

管理に反映できる規模の工事を

いい、同一工種の施工が数日連

続する場合で、次のいずれかに

該当するものをいう。

①施工面積で1,000㎡以上

10,000㎡未満

②使用する基層及び表層用混合

物の総使用量が500t以上3,000t

未満（コンクリートでは400m3

以上1,000m3未満）

ただし、以下に該当するものに

ついても小規模として取扱うも

のとする。

1)アスファルト舗装：同一配合

の合材が100t以上のもの

・中規模以上の工事とは、管理

図を描いた上での管理が可能な

工事をいい、舗装施工面積が

10,000m2あるいは使用する基層

及び表層用混合物の総使用量が

3,000t以上の場合が該当する。

・小規模工事は管理結果を施工

管理に反映できる規模の工事を

いい、同一工種の施工が数日連

続する場合で、次のいずれかに

該当するものをいう。

①施工面積で1,000㎡以上

10,000㎡未満

②使用する基層及び表層用混合

物の総使用量が500t以上3,000t

未満（コンクリートでは400m3

以上1,000m3未満）

ただし、以下に該当するものに

ついても小規模として取扱うも

のとする。

1)アスファルト舗装：同一配合

の合材が100t以上のもの
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